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１．研究背景および研究目的 

 近年，大阪平野における地下水位の過大な上昇に伴

い，阪神高速 15 号湊町付近に位置する鋼製フーチング

では，内部に地下水が流れ込み腐食が発生し，断面減

少による耐荷力の低下が懸念されている．その補強に

際し，外面が防護コンクリートに覆われているため，

内面からの補強方法の開発が求められている 1)．鋼製フ

ーチングは，格子状に組まれた鋼箱型断面部材から成

り，支承を介して支持されている． 

 底面の腐食が進行していること，中間支点部底面で

は負曲げにより圧縮力が作用することを踏まえ，本研

究では中間支点部に着目して FEM 解析を実施し，残存

耐荷力および補強方法について基礎的な検討を行う． 

２．解析モデル 

 図-1に中間支点上断面を，表-1に機械的性質と断面

諸元を示す．解析には Abaqus6.14 を用いた．解析モデ

ルは図-2 に示すように，中間支点部を自由物体として

取り出し，両端部に設計荷重に相当する断面力として

せん断力と曲げモーメントを作用させた．支点上ダイ

アフラムと隣接するダイアフラム間はシェル要素を用

い，その他は梁要素を用いてモデル化した．断面力は

弧長法を用いて増加させる．境界条件は支点上ダイア

フラムの位置を単純支持とし，支点上ダイアフラムと

ウェブは，それぞれ支点上補剛材と防護コンクリート

によって拘束されているため，面外変位を拘束した．

梁要素は 20 分割，シェル要素は縦補剛材を高さ方向に

10 分割，その他は縦補剛材間の板パネルを 20 分割とす

る要素分割を行った．応力-ひずみ関係はバイリニアと

し，ひずみ硬化係数は E/100 とした． 

３．解析ケース 

 表-2 に解析ケースと解析結果を併せて示す．腐食部

位は下フランジと底面の縦補剛材とし，減肉率は 50%

を想定した．補強は，下フランジのみを 50%減肉す

るケース(D-LF50)を対象に，当て板補強を検討した．

補強部材の寸法は，高さ 150mm，板厚は補強後の断

面積が健全時と等しくなるように調整し，長さは縦

補剛材長さの 0.75 倍 (R-LF50-75)および 1.00 倍

(R-LF50-100)とした．補強部材は縦補剛材と剛結し，

支点上ダイアフラムと接するようにモデル化した．

R-LF50-100では，補強部材端部と梁要素を結合せず，

離間 10mm を設けた．なお，設計における断面 2 次

モーメントは，健全時よりも補強時の方が大きい． 

 

図-1 中間支点上断面(単位：mm) 

表-1 機械的性質と断面諸元 

 

 

図-2 解析モデル(単位：mm) 

表-2 解析ケースと解析結果 
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４．健全時および腐食時における耐荷力評価 

 図-3に設計荷重倍率 αと健全時において α=1 となる

時の平均曲率で無次元化した平均曲率 φ/φα=1 の関係を

示す．設計荷重倍率 α とは，支点反力を設計断面力で

無次元化した値であり，図中の○は耐荷力を，●は非

線形開始点を，◆は局部座屈発生時を表す．荷重の低

下が見られなかったことから，耐荷力は図-4 に示すよ

うに中間支点上断面の有効部分が塑性化した時とし，

図-3 に示すように初期剛性と塑性域の傾きから求めた． 

 表-2より健全時 Iの耐荷力は α=4.30であり，設計荷

重の 4 倍以上の耐荷力を保有している．これは，竣工

図を参考にモデル化したため，設計断面より底面の縦

補剛材本数が多く，耐荷力に十分な余裕が生じたと考

えられる．また，計算における全塑性モーメント時の

設計荷重倍率 α=3.90 を解析結果が上回った理由として，

縦補剛材付近のフランジプレートが，有効幅の算出に

含まれていないことが考えられる． 

 下フランジと縦補剛材を 50%減肉するケース

(D-LFLS50)では，耐荷力は α=4.00 と，健全時と比べ約

7%低い結果となった．下フランジを 50%減肉するケー

ス(D-LF50，D-LFLS50)では，図-5に示すように，曲げ

モーメントが大きくなる中間支点上付近において，縦

補剛材間の下フランジで局部座屈が発生した．しかし，

図-3 からわかるように，局部座屈が全体の応答に及ぼ

す影響は小さく，耐荷力が大幅に低下することはない． 

５．補強方法の検討 

 補強時の耐荷力は表-2より，R-LF50-100 では α=4.35

と健全時以上の耐荷力が得られたものの，R-LF50-75 で

は十分な補強効果が得られなかった．図-6 に示すよう

に，縦補剛材端部はダイアフラムによって変形が拘束

され高い応力が発生し，R-LF50-75 では R-LF50-100 に

比べ広範囲で塑性化したため，十分な補強効果が得ら

れなかったと考えられる． 

６．まとめ 

1) 健全時では，設計荷重の 4倍以上の耐荷力を保有

していることが明らかになった． 

2) 中間支点上付近において，縦補剛材間の下フラン

ジパネルに局部座屈が生じても，全体の応答に及

ぼす影響は小さく，耐荷力は大幅に低下しない． 

3) 中間支点とは反対側の縦補剛材端部まで補強する

場合，高い補強効果が得られた． 

 

図-3 設計荷重倍率 α－平均曲率φ/φα=1関係 

 

図-4 Mises 応力コンター図 

(I，耐荷力時，変形倍率：5倍，板厚中心，単位：N/mm2) 

 

図-5 下フランジの面外変位図 

(D-LF50，耐荷力時，変形倍率：5倍,単位：mm) 

  

(a) R-LF50-75 (b) R-LF50-100   

図-6 底面の Mises 応力コンター図 

(耐荷力時，変形倍率：5倍，板厚中心，単位：N/mm2) 
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